
 

図 3.1 東北地震時の市町村単位での推計震度分布 

表 3.1 対象災害リスト

2011年 6月 24日 がけ崩れ - 秋田県 70% 5強
2011年 6月 24日 がけ崩れ - 秋田県 70% 5強
2011年 5月 30日 がけ崩れ - 宮城県 60% 6強
2011年 9月 21日 土石流 台風１５号 宮城県 60% 6弱
2011年 9月 21日 土石流 台風１５号 宮城県 60% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 60% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 60% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 60% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 60% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 60% 6弱
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 60% 6弱
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 60% 6弱
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 福島県 80% 6弱
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 茨城県 50% 6強
2011年 6月 15日 がけ崩れ - 茨城県 50% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 茨城県 70% 6弱
2011年 7月 30日 山腹崩壊 - 栃木県 60% 6強

2011年 8月 7日 土石流 - 栃木県 80% 5強
2011年 9月 2日 土石流 台風１２号 栃木県 80% 6弱

2011年 9月 21日 土石流 台風１５号 栃木県 80% 5強
2011年 9月 22日 がけ崩れ 台風１５号 栃木県 80% 6弱
2011年 6月 22日 がけ崩れ 梅雨前線 千葉県 50% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 千葉県 50% 6強
2011年 9月 22日 がけ崩れ 台風１５号 千葉県 50% 6強

2011年 7月 6日 山腹崩壊 梅雨前線 新潟県 70% 6強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 山梨県 70% 5強
2011年 9月 21日 がけ崩れ 台風１５号 山梨県 70% 5強
2011年 9月 21日 土砂流 台風１５号 静岡県 50% 6強
2011年 9月 21日 土石流 台風１５号 静岡県 50% 6強
2011年 9月 22日 土砂流 台風１５号 静岡県 50% 6強
2011年 9月 22日 土砂流 台風１５号 静岡県 50% 6強
2011年 9月 22日 土砂流 台風１５号 静岡県 50% 6強
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図 3.2 スネークラインによる超過判定領域区分

3.1 背景 

大規模地震が発生すると斜面が崩壊するとともに、

斜面に亀裂等の緩みが生じ、しばらくは通常より少な

い降雨でも崩壊が発生すると言われている。しかし、

地震に伴う斜面崩壊のメカニズムは複雑で必ずしも明

らかではない。都道府県と地方気象台が大雨時に共同

で発表する土砂災害警戒情報では、大規模地震後、地

震動による斜面の不安定化を考慮し、雨量基準を通常

より引き下げた暫定基準（引き下げ率：震度 5強で通

常の 7～8割、震度 6弱以上で 5～6割）を適用してい

ることが多いが、これは経験的知見から設定されたも

のであり定量的な根拠に乏しい。そこで、平成 23 年東

北地方太平洋沖地震（以下、東北地震）後約半年間の

実際の降雨データ及び土砂災害発生データを用いて、

暫定基準の設定方法について検討を行った。 

3.2 対象範囲とデータ収集 

東北地震後から 10 月 31 日の間を検討期間とし、こ

の間に震度 5強以上を観測した東北・関東・東海地方

の 17 都県を検討範囲とした。また気象庁の推計震度分

布（市町村単位、図 3.1）、降雨、土壌雨量指数、国土

交通省の土砂災害データ（地すべりを除く）を収集し

た。 

収集した全土砂災害件数は 758 件であったが、本検

討では各都県が土砂災害警戒情報の雨量基準検討に採

用した対象災害の考え方（例：土石流又は複数発生し

たがけ崩れを対象とする）に基づき検討対象災害を絞

り込んだ。また、本検討の趣旨に合うよう、実際に暫

定基準が設定された市町村で生じた災害に対象に絞る

とともに、要因が地震や融雪であるもの、災害形態が

山林火災やその他となっているもの、発生日が特定で

きないものは除外した。さらに、通常基準を大幅に上

回る降雨で発生した 7月の新潟・福島豪雨による土砂

災害は地震による影響評価が難しいことから除外した。

この結果、本検討での対象災害は表 3.1 に示す 32件（が

け崩れ 20 件，土石流 6件，土砂流 4件，山腹崩壊 2件）

となった。 

3.3 CL 超過判定の考え方 

3.2 で整理した対象災害について実況雨量を用いて

発生日時前後のスネークラインを作成し通常基準の雨

量基準線（通常 CL）および暫定基準の雨量基準線（暫

定 CL）に対する超過判定を行い、各 CLでどの程度災害

が捕捉出来たかについて検証した。なお、スネークラ

インとは、実況・予測雨量を縦軸:60 分積算雨量、横軸:

土壌雨量指数のグラフにプロットして結んだもの（図

3.2 の黒色曲線）で、通常、1～2時間後に CL を超過す

ると予想されるときに土砂災害警戒情報を発表するこ

とになっている。また、災害発生時にスネークライン

が位置する領域と当該市町村の経験した最大震度を整

理した。領域区分は図 3.2 のように、(1)通常 CL 超過、

(2)暫定 CL 超過かつ通常 CL 未超過、(3)暫定 CL 未超過

の 3区分とした。なお、本検討では、土砂災害警戒情

Ⅲ．土砂災害警戒情報の地震後暫定基準の妥当性に関する検討 
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表 3.2 対象災害の領域区分と最大震度 

震度5強 震度6弱 震度6強 震度7
(1) 5 8 9 0 22 68.8%
(2) 1 0 5 0 6 18.8%
(3) 0 0 4 0 4 12.5%

合計 6 8 18 0 32 -

領域
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図 3.3 対象災害の領域区分と最大震度 
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図 3.5 実際の引き下げ率と必要最小限の引き下げ率 
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図 3.4 領域別の災害件数と震度 5 強以上の地震回数の関係 

報の発表単位が市町村であることから、市町村単位の

CL 超過判定を行った。 

暫定基準は、各県の実際の引き下げ手法を適用する

とともに、地震発生後速やかに設定され対象期間中継

続して設定されているものとした。 

3.4  CL 超過判定結果 

3.4.1 災害捕捉状況 

領域別・最大震度別での災害発生状況の整理結果を

表 3.2、図 3.3 に示す。通常 CL によって捕捉された災

害（領域(1)）は 68.8%であった。通常 CL での災害捕捉

率の全国平均値は約 75%程度（気象庁データ）であるこ

とを考えるとやや低い捕捉率と言える。しかし、暫定

CL により捕捉出来た災害（領域(1)＋領域(2)）は 87.6%

と通常 CL だけでの捕捉率を 18.8％上回り、暫定 CL の

有効性が確認された。 

3.4.2 地震動の斜面安定性への影響検討 

図 3.3 で震度ごとに見ると領域区分が(1)→(3)と降

雨規模が小さくなるに従い、各領域で発生した全災害

のうち震度 5強、6弱の災害割合は 59%→0%と急激に低

下するが、震度6強以上は41%→100%と大きく増加した。 

次に、3.2 で選定した対象災害について震度 5強以上

の地震動の経験回数を整理したところ、図 3.4 のよう

に、領域区分が(1)→(3)と降雨規模が小さくなるに従

い、地震経験回数の平均が 1.6 回→2.0 回に若干増加し

た。 

以上の結果は、強い地震動を多く経験することで斜

面がより小規模の降雨で崩壊しやすくなる傾向を示唆

しているものと考えられる。 

3.4.3 空振り率・超過頻度と解除のタイミング 

暫定基準では、同じ期間に通常基準を適用した場合

と比べ、空振り率は数％増加し、超過頻度は約 2倍に

増加した。暫定基準の解除は、複数回通常基準を上回

る降雨があり、かつ、通常基準以下の降雨で新たな崩

壊がない場合等に、検討されるのが一般的である。こ

のような考え方に沿って解除した場合の災害捕捉率に

ついて試算したところ、暫定基準を継続し解除しない

場合の災害捕捉状況と変化が見られなかった。さらに、

CL 超過頻度は約 1割低減した。従って、通常の解除の

考え方はある程度妥当なものと考えられる。 

3.4.4 必要最小限の引き下げ率 

暫定基準による空振り率や超過頻度の増加を出来る

限り抑制するには引き下げ率を必要最小限に抑えるこ

とが望ましい。そこで、暫定基準で捕捉出来た領域(1)、

(2)の災害 28 件について、実運用時の引き下げ率と捕

捉可能な必要最小限の引き下げ率の関係を図 3.5 に示

す。結果として多くの災害で安全側に暫定基準が設定

されており、暫定基準の引き下げは「震度 5強で通常

基準の 8割」、「震度 6弱以上で通常基準の 7割」とし

ても 3.3 で示した災害の災害捕捉状況と変わらない結

果となった。 

3.5 まとめ 

 現在運用されている土砂災害警戒情報の暫定基準の

設定について東北地震以後半年間の運用実績を検証し

た結果、その有効性が確認できた。また必要最小限の

引き下げ率を検討したところ、震度 5強で通常基準の 8

割、震度 6弱以上で 7割としても、現状の暫定基準を

適用した場合と災害捕捉率に変化がない結果となった。

今後は、地震時の土砂災害発生機構について事例検討

を積み重ね、斜面安定解析等を通じた土砂災害警戒情

報暫定基準の設定手法の高度化に取り組む予定である。 
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